
          発 言 通 告 書  （ 質 問 ） 

 

 次のとおり、（１．一般質問  ２．施政方針に対する質問  ３．緊急質問）の通告をい

たします。 

                      令和 4年 11月  日 

 

富士市議会議長様 

 

      富士市議会議員   小池智明    印 

受 付 №             

令和    年    月    日 

午(前・後)    時    分 

受理者 

                                              （ 小池智明議員    4－1   ） 

発言項目 災害時の道路啓開、災害ゴミ対策について 

要   旨 （具体的に記入してください） 答弁を求める者 

9月下旬に県内を通過した台風 15号により、静岡市清水区をはじめ、県

内各地で大雨等による大きな被害が発生した。 

幸いなことに富士市内では大きな被害はなかったものの、その際の状況

を報道等で確認すると、事前の備えの重要性を改めて感じる。 

こうした中で以下質問する。 

 

（1）災害時の救出救助、復旧の第 1歩は「道路啓開」と言われる。道路啓

開とは、地震や津波、河川氾濫等で流れ込んだ土砂、崩壊した家屋、流木、

放置車両等により道路が埋まり、通行が不能になった場合、それらを取り

除き、車両通行を可能な状態にすることとされる。 

こうした中で、 

① 現在、富士市では道路啓開に関して、どのような体制づくり・準備を

進めているか。 

 

② 静岡市は政令市であり、市内の大半の国道、県道、市道を市が一元管

理しているのに対し、富士市は国、県、市がそれぞれの道路を管理し

ており、道路啓開等の際、指示命令系統の重複・混乱が想定されるが、

それへの対応、備えはどう考えるか。 

 

 ③静岡市では、行政と市内の建設業協会（靜岡建設業協会、清水建設業

協会）が連携し、災害時等に道路啓開をはじめ建設業協会会員各社が

とるべき措置を定め、活動するための建設業の「防災業務計画書」を

作成し取り組んでいるとのことだが、富士市でも富士市建設業組合と

同様の取り組みを進める考えはないか。 

市長及び担

当部長 



（ 小池智明議員  4－ 2  ） 

（2）災害時には、流木、木くず、畳、ふとん、廃家電製品、廃自動車等、

大量の災害廃棄物が発生する。「富士市災害廃棄物処理計画」によれば、

災害ゴミの仮置き場候補地として富士川緑地公園、河川敷スポーツ公園、

大渕公園等 5ヶ所が選定されている。一方、平成 30年 9月議会での小山

議員の一般質問の中では、様々な要因で候補地への搬入経路が確保でき

ないこともあるとしつつ、「災害の状況により各地域に仮置き場が必要と

なることが想定できますので、使用可能な土地の調査を進めてまいりま

す」と答弁している。こうした中で、 

①地域別仮置き場候補地の選定調査の進捗はいかがか。 

 

②現候補地も含め、仮置き場の管理・運営（受入れ、分別、次の処分場

等への運び出し等）は、どのような体制で取り組むのか。 

 

 

市長及び担

当部長 

 



（ 小池智明議員    4－3   ） 

発言項目 建設業の適正な育成支援について 

要   旨 （具体的に記入してください） 答弁を求める者 

富士市建設業組合の組合員数の増減動向を確認すると、昨年 5社、今年

に入り既に 3社の廃業・退会が相次ぎ、現在の組合員数（企業数）は、61

社とのことである。 

組合員数が最多だった平成 10年（1998年）の 122社から、24年間で丁

度半分になってしまっている。 

公共事業で言えば、各社とも仕事は一定量ある一方、最低制限価格に近

い金額での落札を争い、利幅が少ない請負事業が続いた結果、身内の人間

に仕事を継がせることを避ける経営者が多く、退会は「事業承継困難」が

一番の理由とのことである。 

この状況が続けば、身近な道路、河川、上下水道等の修繕、更新、そし

て質問 1でも取り上げた災害時の出動等にも対応できないケースが出てく

ることが懸念される。 

既に、市内でも地域によっては、建設業者空白域が生じており、災害対

応等が困難であったり、組合員（従業員も含め）がいても、高齢者が多く

救援活動がしっかりできるか微妙な地域もあるという。 

こうした中、以下質問する。 

 

（1）富士市として、建設業に携わる建設関連業者の存在意義をどう捉えて

いるか。 

 

（2）最近、国・県の公共工事では入札応募者が無い、また入札額が予定価

格を上回る為、不調・不落等が発生し、再入札が繰り返され、特に県

内では、富士土木・富士農林事務所管内が県内最多と伺っているが、

富士市発注案件はいかがか。 

 

（3）また、逆に富士市発注公共事業の入札結果を見ると、最低制限価格で

の受注が多い傾向にあるが、富士市の発注業務において、十分な体制・

余力を持って業務を遂行できる適正価格での受注を維持するために、

市としてはどのような対策、工夫に取り組んでいくのか。 

 

（4）ここに来ての労務単価、資材価格の高騰に対応した設計価格設定にど

う取り組んでいるのか。 

市長及び担

当部長 



（ 小池智明議員  4－ 4  ） 

（5）産業と言えば、農業、林業、商業、工業に分類されるが、建設業につ

いてもその一つとして捉えるべきと考える。前述してきたような地域

における建設業の重要性を踏まえ、公共工事発注、災害対応力の強化、

担い手の確保等、さまざまな面から建設業を応援する姿勢を示し、積

極的な取組みを展開すべきと考えるがいかがか。 

 

（6）（5）の建設業を応援する姿勢、取組みをまとめ、行政、建設業、建設

業関連機関等にとって共通の指針となる「（仮称）富士市建設業育成支

援計画」を策定し、取り組んでいく考えはないか。 

 

市長及び担

当部長 

 


